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【論文要旨】
　本論文は，第1回国会から第21回国会の国会法改正時までを主な対象として，自由討議制度も
含めた質問制度の変容について考察した。
　第一章では，第1回国会を中心に制度と運用の両面から考察した。初期の質問制度は「質問主
意書」「緊急質問」「自由討議」で構成され，文書質問と口頭質問を備えていた。だが，自由討議は，
「定例の口頭質問」としても，議員間の議論の制度としても発展しなかった。
　第二章では，衆参の議院運営委員会における議論を中心に考察した。第2回国会以降の自由討
議は，議員の意見表明のみを行う形態となり，次第に開催されなくなってしまった。緊急質問は，
衆参の議運委員会で制限する決定がなされ，最終的には封じられてしまった。
　第三章では，国会初期と現在の質問制度を比較し，その意義を論じた。両者には，制度の根幹に
関する重大な違いが2点あり，自由討議制度の廃止と「問責質問」の放棄であった。
　以上から，本論文では，質問制度と自由討議制度が議院運営上の障害と見なされ，国会法改正及
び議運委員会の決定によって変容を余儀なくされたことを明らかにした。
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序　論
　新国会法によりまして，本会議において，議員相互に自由討議の機会を与えられましたことは，
形式主義に流されやすい本会議に，清新なる活を入れたものでありまして，新国会運営上，重大視
せねばならぬと思うのであります。自由討議の存在理由は，国会の運営並びに政党的立場において
統制を受け，蓋されぬ論議，隠されたる意見，少数意見を，遺憾なく発揚するにあるのでありま
す。従来，国政一般の質問は予算総会においてなされたのでございますが，今般自由討議といたし
まして，本会議場において活発なる討議の展開ができますることは，明朗なる政治，すなわちガラ
ス箱の中での民主政治の発達助長に資すること大なりと思うのでありますユ。
　これは，1947年7月10日の第1回国会衆議院本会議での自由討議において，田中角栄議員が述べ
た自由討議制度に対する認識である。後に「コンピュータ付ブルドーザー」と称されるほどの剛腕
政治家として内閣総理大臣に就任し，ロッキード事件で逮捕・有罪とされたあの角栄である。いわ
ゆる土建政治を確立し，「明朗なる政治」の担い手とは必ずしも思われていない彼だが，この演説
を読む限りは申し分のない存在のように思える。
　この日の自由討議は，衆院で行われた第2回目であり，自由討議制度そのものがテーマになっ
ていた。そして，それに対して意見を述べたすべての議員が，田中角栄と同様の認識すなわちそ
の意義を強調する姿勢を示した。
　しかしながら，衆院での自由討議は，通算36回を数えながらも，第7回国会を最後に行われな
くなった。参議院においても，通算30回実施されたが，第17回国会を最後に実施されなくなっ
た2。そして，第21回国会での国会法改正の際，国会法の条文が削除されてしまい，自由討議制度
そのものが廃止されるに至った。
　日本国憲法の下で国権の最高機関となった国会には，帝国議会にはない権能が様々に与えられて
いた。なかでも，GHQ（連合国最高司令官総司令部）立法課（Legislative　Division）長のウィリ
アムズ（Justin　Williams，1906－2002）が主導した3自由討議制度は，「ひろく関係者の大いに期待
しているところ」であった4。
　それにもかかわらず，それが早々に廃止されたのはなぜか。公式には「わが国の議会制度にはそ
ぐわない」ためというのが，理由とされている5。
　また，この疑問に対する主要な論考としては，茜一郎「自由討議」，生天目忠夫「参議院におけ
る自由討議」6，前田英昭「自由討議制はなぜ廃止されたか」7，岡崎加奈子「国会・委員会における
自由討議の定着化」8がある。
　以上のなかで，茜は「自由な言論による論争を楽しむという精神が未だ形成されなかったため」
と，国会での議論をめぐる議員の意識の低さを廃止の要因として挙げている。生天目は「会議の成
熟度」「発言指名者の問題」「議題の問題」「議場の構造等の問題」と，議員意識の低さと議事手続
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等の問題を廃止に至った要因として挙げている。また，前田も国会議員が「所属政党の拘束から離
れて国会の場で相互に自由な言論による論争を行うという議会政治の基本的精神がまだ形成されな
かった」ためと，議員意識の低さを廃止の原因と見ている。一方，岡崎は「国会内外における自由
討議不要論と，さらには運営が不適切な細則に縛られ，その目的を達成するシステムを構築してい
なかった点」と，国会内外の世論と運営手法を廃止の要因と指摘している。
　ただ，いずれの論考にも共通するのは，自由討議制度を独立した存在とみなしている点である。
あるいは，質問制度と自由討議制度との関係を未整理のまま論じている。確かに，ウィリアムズが
衆院事務局に提示した案では，他の議会制度とは干渉し合わない独立した制度であった。だが，衆
院事務局が最終的にまとめ，成立した国会法では，自由討議制度は質問制度に接木され，その一部
となっていた9。つまり，両者は一体の制度とされていたのである。
　そのため，自由討議制度を論じるには，接木された親である質問制度を含めて論じなければ，不
十分なものとなる恐れがある。ところが，国会における質問制度について，議事手続の観点等から
の解説は存在するものの，その変容を論じた先行研究は極めて少ない。主要なものとしては，前田
英昭「形骸化した政府演説と代表質問」10があるが，質問制度の変容に焦点を当てたものではない。
　そこで本論文では，自由討議制度も含めた質問制度の変容について考察する。具体的には，第1
回国会から，第21回国会の国会法改正時までを主な考察対象とする。このときの国会法改正以
降，質問制度に関する国会法及び衆院規則，参院規則は，2007年現在まで変更されていないため
である11。これにより，質問制度と自由討議制度の関係と意義をそれぞれ明らかにし，国会審議を
実のあるものとしていくための改革の議論に資することができると考える。
　第一章では，最初期の質問制度について，第1回国会を中心に制度と運用の両面から考察す
る。第二章では，質問制度と自由討議制度の変容について，両院の議院運営委員会における議論を
中心に考察する。第三章では，初期の質問制度と第22回国会以降の質問制度，すなわち現在の質
問制度を比較し，その意義を論じる。
　なお，本論文では，原則として正字・旧字体について新字体に統一している。
第一章　国会最初期の質問制度
　国会法と衆院・参院規則における質問制度
制定当初の国会法と衆院・参院規則12は，質問制度を次の3つの柱から規定していた。
〈質問主意書（文書質問）〉
　質問主意書は，議長の承認のみで議員1人から提出できる。方法は，簡明な主意書を作成し，
議長に提出する（国会法第74条）。内閣は，原則として7日以内に答弁しなければならない（国会
法第75条）。内閣は，文書もしくは口頭で答弁することができる。議員は，内閣が口頭で答弁した
場合，口頭で再質問できる（衆院規則第160条・参院規則第154条）。議員は，内閣の答弁に対して
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動議を提出し，討論又は表決に付することができる（国会法第77条）。
〈緊急質問（不定期の口頭質問）〉
　緊急質問は，議員1人からだが，議院の議決を必要とする。議員は，口頭で質問し，主意書を
作成・提出する必要はない（国会法第76条）。内閣は原則として7日以内に答弁しなければならな
い（国会法第75条）。内閣は，文書もしくは口頭で答弁することができる。議員は，内閣が口頭で
答弁した場合，口頭で再質問できる（衆院規則第160条・参院規則第154条）。議員は，内閣の答弁
に対して動議を提出し，討論又は表決に付することができる（国会法第77条）。
〈自由討議（定例の口頭質問＋討議）〉
　議院は，少なくとも2週間に1回，自由討議を開催しなければならない（国会法第78条）。議長
は，あらかじめ自由討議の問題を決定できる（衆院規則第163条・参院規則第146条）。問題が決め
られていない場合，議員は自由に発言し，あるいは政府に質問13できる（衆院規則第164条・参院
規則第147条）。発言は，各会派の発言指名者が指名した議員に許可される（衆院規則第169条・参
院規則第149条）議員は，発言者に対して質疑できる（衆院規則第165条・参院規則第151条）。議
員は，討議の問題について動議を提出し，表決に付することができる（国会法第78条）。
　このなかで自由討議については，単なる意見表明の機会というだけでなく，少なくとも2週間
に1回は開催されることから，定例の口頭質問として見なすこともできる。実際，帝国議会では
1910年2月5日の各派協議会で毎週火曜日を質問日と決定し，口頭質問を定例化していた例があ
った。
　このように，口頭質問と自由討議が同居する制度となった背景には，それぞれに対する衆院事務
局幹部の消極的な姿勢があったと推論できる14のだが，そこに積極的な意義を見出す考え方もあっ
た。参院議事部長（第1回国会当時）の寺光忠は，質問主意書や緊急質問の濫用，本会議や予算
委員会での国政全般に関する発言，議事進行に名を借りた発言を防ぎ，「これらの発言に正しい発
言の機会を与えることが，自由討議の狙っているところ」と解説している15。
　すると，緊急質問については，自由討議という定例の質問機会以外で実施される，不定期の口頭
質問の制度という位置づけが明確になる。国会法で「議院の議決」を要件とし，議院の過半数が緊
急と認めた場合にのみ実施される「質問の形式の特例」16としている意味も理解できる。
　以上の整理を議員の側から見れば，たとえ緊急質問としての口頭質問が認められない場合でも，
定期的に実施される自由討議で口頭質問を実施できるということになる。
　しかしながら，自由討議制度を定例の口頭質問制度としても位置づけられたとしても，両者が完
全に同じものといえるわけではない。むしろ，次の3つの理由から，重大な欠陥を備えた口頭質
問制度ということもできる。
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　まず，衆院・参院規則によれば，議長が自由討議の「問題」17を決定した際には問題以外のこと
を討議できないとされていた（衆院規則第163条・参院規則第146条）ので，その場合は口頭質問
の機会ではなくなる。あるいは，その場合であっても，問題の範囲内で政府に対する質疑は可能で
あった（国会法，衆院・参院規則いずれにおいても明文の禁止規定が存在せず，実際にも質疑がな
された）が，問題をかけ離れて国政一般にわたる「質問」はできなかった。
　次に，自由討議は，少なくとも2週間に一度と定められていたものの，帝国議会のように定例日
（曜日）が決められていたわけではなかった。日程は議長が定めることとされていた（衆院規則第
162条・参院規則第145条）が，実際には議運委員会における与野党協議に委ねられていた。その
ため，自由討議の日程は，政局に左右されやすい状況にあった。特に，口頭質問は，主として野党
が政府を追及する機会であるため，政局混乱の際に与党が実施を了承することは考えにくい。だ
が，定例日が定められていれば，政局の混乱に左右されず，実施されることになる。
　そして，質問制度と自由討議制度は，基本的な性格をまったく異にしていた。前者が，原則とし
て議員対政府（議院対内閣）の関係であるのに対し，後者は，原則として議員対議員（議院内）の
関係である。田中角栄議員も前述の自由討議において，「自由討議は，議員相互において自由にな
されるものと，政府対立法府議員との間においてなされるものとに，大別される」と，同様の認識
を述べている18。そのため，発展の方向性も2つに分かれていた。
　したがって，国会初期の質問制度は「質問主意書」「緊急質問」「自由討議」の3本柱から成り
立ち，口頭質問と文書質問の両方を備えていた。だが，質問制度の核となるべき「定例の口頭質問」
は，自由討議と合体させられていたことにより，不完全な状態にあったのである。
二　自由討議をめぐる第1回国会の議論と運用
　国会初の自由討議は，1947年7月7日の衆院本会議にて「経済実相報告書」を問題に実施され
た。なお，「経済実相報告書」とは初の白書となった第1回「経済白書」のことである。この日の
自由討議は13議員が発言したが，全員が国務大臣の答弁を求め，政府側も答弁を行った。また，
議員間の質疑・議論は行われなかった19。議員と大臣のやり取りも一問一答ではなく，議員が意見
と質疑事項を述べ終えた後に，大臣が一括して答弁する方式であった。つまり，自由討議としなが
らも，実態は「経済実相報告書」を議題とする「質疑」に終始してしまった。田中角栄議員は「議
員の質問点も多岐にわたり，各党代表質問の延長の観があつた」との感想を述べている20。
　また，参院は同月9日の本会議において「経済緊急対策（経済実相報告書を含む）」を問題とし
て初の自由討議を実施し，12議員が発言した。だが，衆院と同様に12議員全員が国務大臣の答弁
を求め，議員間の質疑・議論はなかった21。参院においても「経済緊急対策（経済実相報告書を含
む）」を議題とする「質疑」となってしまったのである。
　このように「各党代表質問の延長」となってしまった原因は，議運委員会にあった。自由討議に
先立って開かれた同月5日の衆院議運委員会では，政府に質疑することを前提として，1人の発言
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時間を10分，答弁時間を5分と決定している。決定に際しても，政府に質疑するという点につい
ては特に異論なく，議論の焦点は各会派の発言者数と発言時間にあった22。
　そこで，同月10日の衆院本会議での自由討議では，浅沼稲次郎衆院議運委員長の提案に基づき
「衆議院に議席を有する大臣，政務官は自席にあって衆議院議員としてこの討論に参加する」こと
になった23。問題は「自由討議その他議院運営」とする一方で，「人員並びに時間が余った場合に
は，問題をきめずに自由討議を続行する」と，前半は自由討議，後半は事実上の口頭質問の機会と
なった24。その結果，自由討議の観点から見れば，赤松明勅議員が先に発言をした植原悦二郎議員
に議論を吹っかけたり（植原議員は答弁を拒否した），齋藤晃議員が浅沼議運委員長に答弁を求め
たりした（浅沼議運委員長は答弁した）が，本格的な議員間の議論には発展しなかった。また，口
頭質問の観点から見れば，当日発言した17議員のうち7議員が国政一般についての発言をした
が，そのうち政府に答弁を求める口頭質問を行ったのは3議員にすぎなかった。
　その後，第1回国会衆院では14回の自由討議が実施された。そのうち12回で問題が定められた
が，5回は法案を問題とする「質疑」であった。特に10月8日の議運委員会では，「議院の全機能
発揮に関する小委員会」25の中間報告として，「議院運営委員会において必要と認めた重要法案につ
いては，（自由討議の制度を活用し，その際）動議で趣旨弁明を求めることとする」という提案が
なされた26。委員会中心主義に反するとの疑問もあったが，最終的に是認された。
　問題を定めなかった2回のうち，同年11月11日の本会議では，類似した内容の質問を連続して
行い，それに対し関係大臣が一括して答弁する方式としたため，質問と答弁の対応すら分かりにく
いものであった27。一方，翌々日の自由討議では，質問内容はそれぞれ異なり，質問が終わるたび
に関係大臣が答弁に立ち，発言した8議員中4議員が再質問あるいは再発言を行い，より実のあ
る方式に変更された28。このように問題を定めない自由討議を実施した背景には，大池真衆院事務
総長が「緊急質問を自由討議に織り込んでお願いをした」29ことがあった。自由討議が口頭質問と
して実施されたのは，第1回国会ではこの両日のみであり，「定例の口頭質問」には程遠かった。
　他方，参院では7月9日の初回「経済緊急対策」についての自由討議以降，9回の自由討議が第
1回国会で行われた。参院では，初回の方式を全面的に改めた点は衆院と同じであったが，改めた
方式はまったく異なっていた。参院では，各回で問題を定める一方で，法案を問題とすることはな
かった。また，各議員は自らの意見を表明するのみで終わり，政府に質疑したり，議員間で議論し
たりすることもなかった。つまり，質問としての自由討議は行われなかった。それは「政府も忙し
いことであるから，関係大臣を沢山引張り出してそれに対して質問するというようなことは，この
際差控えるような方法で自由討議をやろうじゃないか」と，議運委員会内で合意されたためであっ
た30。
　以上のとおり，第1回国会を通じて，衆院と参院では自由討議の方式に多少の違いが出た。衆
院では，法案も含む問題について政府に答弁を求める「質疑」をする議員と，自らの意見表明で終
わる議員の両方が並存した。また，問題を定めない自由討議も実施し，再質問も行うなど，口頭質
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問の片鱗も垣間見えた。参院では，第1回の自由討議を除けば，議員の意見表明機会として自由
討議が用いられた一方で，口頭質問に相当する機会は設けられなかった。
　他方，両院に共通する点もあった。それは，議員間の議論に発展した例がないことであった。そ
もそも自由討議は「内閣や議員相互に質問もしたり，討議もできるため」31に設けたはずであり，
前述のようにその兆しもないわけではなかった。衆院では毎回のように激しい野次が飛び交い，野
次のために自由討議の途中で中断散会となったこと32もあったほどで，演説に対する他議員から
の反応は十分にあった。だが，議員間の議論には発展しなかったのである。
　その理由としては，議論の発展よりも，議院運営の秩序を重視する各会派の姿勢にあったと考え
られる。与党であれば内閣提出議案の審議を進めるために，野党であれば議運委員会や各派協議会
で認められた発言機会や時間を確保するために，それぞれ議院運営の秩序を重視したものと思われ
る。その傍証としては，議運委員会における自由討議関係の議論のほとんどが各会派の発言人数・
時間配分に費やされていたことがある。つまり，自由討議での発言に対して，意見や疑問を持った
議員をその都度発言させていては，会派の所属議員数に応じて割り振った発言人数や時間配分が崩
れてしまうのである。加えて，参院では，発言議員数の割当方式を各派の所属議員数の比率と明確
に定め，質疑応答の範囲も発言者の挙げた資料についての疑義に限定していた（参院規則第148条）
ため，規則上は議論を発展させる余地がほぼなかった。
三　質問をめぐる第1回国会の議論と運用
　衆院における最初の緊急質問は，1947年7月12日の豊澤豊雄議員による「塩業に関する緊急質
問」であった。議事進行係の土井直作議員が緊急質問を議事日程へ追加するよう動議を出し，特に
異議なく認められている33ことから，一定の事前調整に基づいて実施されたと考えられる。ところ
が，事前の議運委員会では緊急質問を案件として扱っていない34ことから，各派交渉会35によって
調整されたと思われる。
　他方，参院では1947年10月11日の岡本愛祐議員の「改正刑法の施行に伴う政府の措置に関する
緊急質問」が最初であった。岡本議員が，刑法改正案の可決直後に「只今刑法改正案が可決相成り
ましたるにつきまして，姦通罪の削除に関する緊急質問をいたしたいと存じます」と申し出たとこ
ろ，議場から「必要なし」「許可すべし」「賛成」「無用」「問答無用」「登壇登壇」「議長許可し給え」
「採決後には許されない筈だ」「絶対反対」と激しい野次が飛び，議長がその場で起立採決を行い，
過半数の賛成が得られてから質問が実施されている36。この経過から，事前調整は行われなかった
と思われる。但し，次回以降の緊急質問では，質問する議員が緊急質問の動議を提出しても特に異
議なく認められていることから，衆院と同様に事前調整に付されたものと思われる。
　ここで注意を引くのは，衆参どちらの議運委員会においても，第1回国会の間，緊急質問につ
いて議論となっていないことである37。緊急質問が行われなかったわけではなく，衆院では37件，
参院では5件ある。さらに，当時の議運委員会は，議院運営を実質的に調整する各派交渉会が存
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在したにもかかわらず，自由討議の発言人数・時間配分のことなど，議院運営に関する実質的な議
論をしばしば行っていた。よって，第1回国会では，議運委員たちは，緊急質問について制限を
要する程の大きな疑問を抱いていなかったと思われる。
第二章　質問・自由討議制度の変容
一　自由討議の安定実施と退潮
　第2回国会における自由討議の実施状況を見ると，衆参ともに第1回国会とは変わって，問題
を定めない自由討議が中心となった。衆院では13回のうち9回，参院では10回のうち9回が問題
を定めずに実施された。また，両院ともに発言者数と時間配分について数回の自由討議をまとめて
1回分として扱ったことにより，自由討議に費やされる総時間数は減少したものの，安定的な開催
となった。自由討議について各派間で決めたことは，ほぼ唯一，日程のみであった。
　ところが，問題を定めない自由討議と安定的な開催は，自由討議を口頭質問として発展させたわ
けではなかった。問題を定めない自由討議について見ると，衆院では11議員が発言したが，政府
に答弁を求める「質問」をしたのは2議員のみであった。参院でも同じく11議員が発言したが，
「質問」をした議員はいなかった。
　一方で，自由討議が口頭質問に向かわなかったからといって，議員間の議論に発展したわけでも
なかった。議員間の議論は，衆参いずれとも，問題を定めた回も含めても，1度もなかった38。結
局，第1回国会における大半の自由討議発言者と同様に，各発言者が自らの意見を表明するだけ
の「学生の雄弁大会と選挙前の立会演説会とを加えて二で割ったようなもの」39に終始してしまっ
たのである。
　そして，第3回国会以降は，自由討議を発展させるどころか，安定的に自由討議を開催すると
いう第2回国会で実現したことすらも受け継がれなかった。
　衆院では，第3回・第4回国会で自由討議を開催せず，第5回国会で4回開催，第6回国会で2
回開催，第7回国会で1回開催したのを最後に，ついに開かれなくなってしまった。うち，問題
を定めたのは1回だけで，多くが口頭質問の機会でもあった。だが，その間発言した31議員のう
ち，政府に答弁を求めたのは3議員に過ぎず，1議員に対しては「適当な機会に答弁せしめます」
と副議長が答弁を阻んだ40。また，議員間の議論はまったくなかった。
　参院では，第3回国会で1回，第5回国会で3回，第6回国会で1回，第7回国会で4回，そ
れぞれ自由討議を開催したものの，第17回国会で1回開いたのを最後に，開催しなくなった。う
ち，問題を定めたのは3回で，多くが問題を定めなかった。その間47議員が発言したが，3議員が
政府に答弁を求めた。それは，第7回国会の2月10日・13日の自由討議であった。従来は，「質問」
としての自由討議を実施していなかった参院であったが，議運委員会での「自由討議と緊急質問を
一緒」に実施するという提案が了承され41，「自由討議の運営の方法が少し変えられまして，自由
討議でも質問に亘つてもよろしいということになりました」42からであった。だが，そうした自由
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討議の口頭質問化の試みもこのとき限りで終わり，その後2回（第7国会・第17国会）の自由討
議は，議員の海外視察報告の機会として用いられてしまった。議員間の議論は，衆院と同様にまっ
たくなかった。
　つまり，自由討議は，議員の意見表明のみを行う形態であった。まったく模索がなかったわけで
はないが，議員間の議論という自由討議として発展することもなければ，定例の口頭質問としても
発展しなかったのである。
二　議運委員会による緊急質問の制限
　前述のとおり，第1回国会では，緊急質問が議運委員会の案件に上ることはなかった。各派交
渉会レベルで事実上の調整が行われていたものと思われ，実施に際して混乱は生じなかった。第2
回国会において各派交渉会を廃止する前提として国会法改正が実施されると，議運委員会が緊急質
問の取り扱いを決定した。それでも，緊急質問そのものが「緊急質問の取扱いに関する件」として，
議運委員会の議題を意味する「本日の会議に付した事件」において独立して取り扱われることはな
く，衆参ともに第5回国会までは「本会議の議事に関する件」のなかで扱われた。
　ところが，国会回次を重ねるにつれて，議運委員の間で緊急質問への疑問が高まってきた。たと
えば，第5回国会の1949年4月2日の衆院議運委員会では，「緊急質問で私は疑義を持っておる。
従来われわれは国家的重大突発事件があつた場合に限り，全員で提案するものを取扱うようにして
おったが，最近は何でも緊急質問でやる」（椎熊三郎委員）などの批判が出された43。
　そして，同月7日の同委員会で「緊急質問の取扱いに関する件」が初めて「本日の会議に付し
た事件」として扱われた44。この日の委員会では，与党筆頭理事の石田博英が「緊急質問の取扱方
については，前国会，あるいは前々国会の緊急質問と同じような扱い方では行きたくない」「何で
もかんでも出して来て，これによって国務大臣を議場に引きつけておいて，他の委員会審議に障害
を及ぼすようなおそれのあるものは，整理しなければならぬ」「緊急質問の取扱いは，今後は厳格
に，各派の全部の御了承を得るという前提のもとに扱っていただきたい」と，緊急質問の提出制限
を強く主張した。そして，石田の提案に基づき，緊急質問の取り扱いを，後日議論することとなっ
た。
　そこで同委員会では，同月9日に議論を行い，同月12日に石田の提案により，次のとおり「緊
急質問の取扱いに関する件」を多数決で決した45。
緊急質問は緊急やむを得ざるものに限る。緊急やむを得ざるものとは，天災地変，騒擾等に関
するもので，その他議院運営委員会において緊急やむを得ざるものと認めたものを言う。
　その理由について，石田は「緊急質問の権威を高めるとともに，国会の審議の円滑化をはかるた
め」と述べているが，それまでの石田の主張と与党筆頭理事という立場を踏まえると，「権威を高
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める」ことよりも「審議の円滑化」に力点が置かれていることは明らかである。
　しかし，石田提案による申し合わせがあっても「緊急質問が競うて次々と現われて来る，このま
まで行きますと，緊急質問が非常にたくさん出て来まして，その取扱いについて本委員会が時間的
に悩む」状況があるとして，第16回国会において菅家喜六衆院議運委員長が「今後における緊急
質問の取扱い方について各党の国会対策委員長の御参集を願い，さらに本委員会の理事各位の御参
集を得まして，議長，副議長御出席のもとに協議会を開いた」46。その結果，「各党の国会対策委員
長間において話合いを進められて，その結果に基いて緊急質問をしていただく」と，緊急質問提出
の可否を正規の議院機関ではない国対委員長会議に委ねることになった。しかも，「今まで別段国
会対策委員長会議というようなものが現存したわけではこさいません」と，緊急質問を協議させる
ためにわざわさ国対委員長会議を設けるという特別的な措置であった。
　参院では，第5回国会の1949年5月13日の議運委員会から，緊急質問のあり方をめぐって議論
が始まった。従来は，各会派で認めた緊急質問について議運委員会は追認していたものが，「緊急
質問というものの名を借りて，相当発言の多過ぎた会派もあります」（門屋盛一委員）との意見も
あり，改めて「ルールを検討」することになった47。だが，第5国会では「ルール」を決定するに
至らなかった。
　参院で緊急質問の「ルール」を決めたのは，第13回国会になってからであった。緊急質問の実
施をめぐって与野党の対立が激しくなり，1952年2月11日の議運委員会で事務局に対し衆院の取
り扱いを研究するように指示が出され，理事会での協議を元に，同年3月20日の議運委員会で次
のとおり「緊急質問の取扱いに関する件」を決定した48。
緊急質問を権威あらしめるように努めることとし，その取扱いについては，緊急性及び国務大
臣の委員会への出席励行を前提として，左の基準による。
1，緊急質問は議運委員会において，緊急性ありと認めた場合にこれを行う。
2，緊急質問をなるべく委員会における質疑に代えるよう，委員会の活用に努める。
3，委員会に付託された議案に関する緊急質問は，これを行わない。
4，同様の内容を持っ緊急質問は重複を避ける。
議院運営委員会において，緊急質問の取扱いについて意見が一致しない場合には，一旦各派に
おいて検討の上，改めて決める。
　つまり，緊急質問の増加に対して，衆参ともに議運委員会は制限しようと努めてきた。そして，
これら衆院議運委員会「緊急質問の取扱いに関する件」（1949年4月7日）及び参院議運委員会
「緊急質問の取扱いに関する件」（1952年3月20日）は，規範に相当する先例として現在でも生き
ている49。
　これらのなかで重大な点は，緊急質問が議院多数派，すなわち与党の了承がなければ実施できな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一118一
いとされたことである。国会法は制定当初から緊急質問にっいて議院の議決を要件と定めていた
が，実際には各会派内で認めた緊急質問を議運委員会で追認するという慣例があったため，野党や
小会派でも緊急質問を行うことができた。つまり，原則実施，例外不可であった。けれども，決定
は原則不可，例外実施と，原則と例外を逆転させるものであった。
　決定の効果を見ると，強力な即効性があったと断じることはできない。衆院では，第2回国会
（常会）45件，第5回国会（特別会・常会に相当）18件であったが，制限を決定した第5回国会以
降も，第7回国会（常会）34件，第10回国会（常会）8件，第13回国会（常会）20件と，件数の
推移変動が決定による影響なのかどうかは判然としない50。参院でも，制限を決定した第13回国会
（常会）が47件と緊急質問のピークであったが，次の常会の第19回国会で38件，その次の常会に相
当する第22回国会では26件と，こちらも件数減少が決定による影響とまでは言い難いレベルであ
る51。
　しかしながら，質問制度がもっぱら野党議員による政府の追及に用いられることを考えると，与
党が好ましいと思う制度では決してない。よって，政権交代が期待される状況であれば与党による
制限に一定の抑制が働きうるが，与野党が固定化した状況になれば，この決定は大きな意味を持つ
ようになる。そして，決定からしばらく後に与野党固定化の状況が現実になった。自民党を与党，
社会党他を野党とするいわゆる55年体制である。
　実際，1955年以降は，緊急質問が急速に減少していった。通常国会の緊急質問件数の推移を見
ると次のとおりである。衆院では52，第24回国会11件，第31回国会5件，第34回国会13件，第38
回国会7件，第40回国会6件と，全体的として減少傾向に向かっていった。参院でも53，第24回国
会16件，第31回国会8件，第34回国会10件，第38回国会7件，第40回国会5件と，国会回次を経
るごとに減少していった。そして，両院ともに同一テーマの緊急質問を各党横並びで実施する例が
中心となり，衆参いずれとも第102回国会を最後に緊急質問は行われていない。
　したがって，衆参の議運委員会の決定は，いわゆる55年体制という与野党の固定化と相まっ
て，緊急質問を制限する方向で力を働かせ，最終的には緊急質問を封じてしまった。すなわち，緊
急質問の制度を実質的に変容させたのである。
三　国会法改正による制度変容
　質問・自由討議制度は，先例だけでなく，国会法の改正によっても変容していった。
　第2回国会では，年末年始の休会明けの衆院議運委員会で，浅沼議運委員長から国会法の第2．
次改正が提起された54。改正案の中心は，常任委員会の再編と法制部の局昇格，各派交渉会の廃止
にあったが，質問・自由討議に関しては，2つの改正が盛り込まれた。一点は，自由討議を用いる
こととされていた重要議案の本会議審議について，自由討議によらずとも可能とすることであった
（改正国会法第56条の2）。もう一点は，2週間に1回とされていた自由討議を，3週間に1回とす
ることであった（同78条第1項）。後者の改正理由について，大池衆院事務総長は「ゆとりをつけ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一119一
る意味で三週間ということにいたしたい」と述べ，特に異議なく衆院議運委員会で了承されてい
る55。また，国会法改正案については，GHQ及び参院とも調整しながら作成されており，自由討
議に関する改正は特に異論なく了承され，成立した56。
　自由討議の開催頻度を減らすことを誰が提案したのか，その真意がどこにあるのか，衆院議運委
員会では速記を止めて議論をしたため，詳細は不明である。だが，同委員会では，開催頻度を減ら
そうとの意見は，第1回国会も含めてまったく出されていない。同委員会の議事録では，浅沼委
員長が「国会法に関する件は事務総長からあとで御説明願えれば」と述べて，改正案の試案を配布
していることから，大池ら衆院事務局が主導した動きであると伺える。よって，自由討議の開催頻
度を減らす提案の出所は，衆院事務局ではないかと疑われる。
　次に国会法の関係条文改正が行われたのは，第6回国会での第4次改正であった。そもそも改
正案は，国家行政組織法の改正及び各省設置法の制定に伴う技術的なものであり，第5回国会に
提出され，衆院で可決しつつも，会期末のため参院で審議未了廃案となったものであった。ところ
が，第6回国会に提出された改正案では，少なくとも3週間に1回の自由討議開催を定めた第78
条第1項に「但し，議院運営委員会の決定があった場合は，この限りでない」と付け加えられた。
一応「やむを得ない事由があると認めた場合」57とされているが，自由討議の開催義務を事実上取
り除くものであった。この自由討議についての改正案を提案したのは，大池であった。
　大池は，1949年10月19日の衆院議運委員会で「始終問題になりますものに自由討議の問題があ
ります。あれは三週間に一回と，二週間を一週間ふやしてきめましたが，三週間に一回という制限
があるために，常時には問題ごさいませんが，たまたま休会をしなければならぬというようなとき
に，その休会期間がはさまって非常に不便を来たす場合があるわけです。これについては，休会し
た期間は除くとか，そうでなければ運営委員会で特に議決をした場合はこの期間が延ばせるとか，
あるいは一歩進めますれば，少なくとも三週間に一ぺんというのを適時にというように，この三段
程度にすることに何らかの御意見がありますれば，また案文を考えておこうと思っております」と
提案した58。これを受け，同委員会は「事務総長の出した三段階について各党で練ってみよう」
（神山茂夫委員）ということになり，最終的に自由討議に関する改正部分は，全会一致で了承され
た59。
　そして，第21回国会の国会法第5次改正で，自由討議に関する条文，すなわち国会法第78条が
すべて削除された。また，「質問に対する内閣の答弁に関し，議員の動議により，討論又は表決に
付することができる」とする第77条も同時に削除された。これにより，自由討議制度は廃止され，
質問制度も改変されてしまった。
　このときの国会法改正は全面に及ぶもので，公式には「第13回国会以来，毎国会議院運営委員
会に国会法等改正に関する起草小委員会を設け」て「調査研究」した結果であったとされている60。
この小委員会は，1952年6月10日の衆院議運委員会で椎熊三郎委員が提案し，同月14日の同委員
会で小会派からも委員を出したいという意見を押し切り，石田博英委員長（自由党），倉石忠雄理
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事（自由党），椎熊三郎委員（改進党），土井直作理事（右派社会党）の4議員を小委員として発
足した61。
　けれども，実際は小委員会の設置以前から議論が進んでいた。同月6日の朝日新聞は，一面ト
ップで次のように報道している62。「衆議院では，最近の各種の“議員立法”や各常任委員会の間
の対立など国会の運営について，批判の声が出ているので」「国会法の改正を行うことになった」
「この改正は国会法の全面にわたるもので，すでに事藷当島参作威した凍案について石田議院運営
委員長，倉石忠雄（自），椎熊三郎（改），土井直作（右社）氏らの間で討議を続けており，早けれ
ば一両日中にも成文化を終って，今国会で成立させる方針である」（傍点筆者）。非公式協議と小委
員会のメンバーが重なることから，小委員会が追認機関であったことは明白である。
　朝日新聞は，この非公式協議レベルの改正案についても報じている。そのなかで，質問制度に関
　　　　　　　　　　　　　　マ　　　　　　マする部分については「議員が質問趣意書を議長に提出する場合は20名の賛成者を必要とする」「内
　　　　マ　　　　　　マ閣は質問趣意書を受け取ってから7日以内に答弁しないときはその理由だけでなく，答弁をなし
得る期日を明示しなければならない」「自由討議制は廃止する」とされていた。答弁期日の明示は
前進といえるが，質問主意書の提出要件と自由討議の廃止は明らかに後退である。もし，提出要件
と自由討議廃止が実現すれば，帝国議会の質問制度とそれほど違いがなくなってしまう。
　ちなみに，国会法制定に当たっては，大池ら衆院事務局が賛成者20名の提出要件を繰り返し求
めており63，この原案も事務局が作成した。このことから，この提出要件を提案したのは，大池ら
事務局と思われる。大池は，質問主意書について「特に問題があって，議長が承認していいかどう
か疑問であるものについては，議長さんの御意見を伺うという取扱いを事実上して」おり，「議員
として，この質問をするのはどうかと思われるような向きがないとは言えないと考えております」
「（各党で）質問の内容について御考究を願い，なお改善のあとが見えないというような場合は，議
長としては議員の質問権の制限にもなります」と述べている64。よって，大池は質問主意書に対し
て好感を抱いていなかったと伺える。また，第10回国会の衆院議運委員会では，大池の問題提起
により質問主意書を1件ずつ委員会が承認することも試みており65，そのことも質問主意書の提出
要件が提案された背景にあったと思われる。
　結局，石田らは第13回国会中に「成案を得た」ものの，以降の国会に提出すると方針を転換さ
せた66。但し，国会法改正案が再び議論に浮上したのは，第19回国会であった。菅家衆院議運委員
長が議会制度に関する「欧米視察をしたのを機会に，改正を実現しようとの空気が強くなった」た
めである67。衆参の議運委員会それぞれに小委員会が設置され，衆院事務局立案の「国会法改正要
綱」を中心に議論が展開された68。興味深いことに，衆院議運委員会では12名の参考人を招致して
質疑も行っている。常任委員会制度と議員歳費についての意見を重点的に聴くとしていたため，質
問や自由討議についての意見は少ないが，住本利男参考人（毎日新聞社編集局次長）から，賛成者
20名という質問主意書の提出要件について「質問とかいうふうなものはできるだけ自由にしてお
かなければならない」との意見が出されている69。
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　そして，衆院小委員会は起草作業を第20回国会に継続し，各党国対委員長会議を経て，国会法
改正案を衆院に提出した。この国会法改正案は，会期が短かったために審議未了となり，参院との
調整を経て，第21回国会に再提出され成立した。
　成立した改正国会法の第8章「質問及び自由討議」について見ると，参院で修正されることも
なく，第20回国会に衆院が提出した案と同じであった。朝日新聞の報道した案と比較すれば，自
由討議の廃止については変化なかったが，質問主意書の提出要件については撤回されていた。た
だ，その撤回が，住本参考人の意見によるものか，第19回国会以降の小委員会が拡大されて左派
社会党が加わったためか70，それとも国対委員長会議で異論が出たためなのかは，小委員会と国対
委員長会議の議事録がないため不明である。また，法案提出以後も一部について小会派などから異
論が出た71が，自由討議の廃止など第8章の変更については，衆参の議運委員会ともに，特に議論
は出されなかった。
　以上のとおり，質問制度の変更及び自由討議制度の廃止は，衆院事務局が原案作成段階でそれを
盛り込み，議運委員を中心とする各党の国会議員がそれを問題視することなく至ってしまったので
ある。衆院事務局が質問・自由討議制度に消極的であった理由は不明だが，国会法作成段階から衆
院事務局のトップを務め続け，質問主意書の制限を提起するなど，議運委員会でも積極的に発言し
ていた大池の意向が一定程度働いていたのではないか。少なくとも衆院事務局が一定の役割を果た
したことから，自由討議が「単に国会の性に合わなかった」72と，議員意識の低さのみを退潮の理
由とすることには慎重であるべきだろう。
第三章　国会法制定当初と現行の制度比較
　国会法第8章「質問及び自由討議」は，第21回国会における第5次国会法改正によって，第8
章「質問」となった。それ以降，第166回国会末（2007年7月5日会期末）に至るまで，第8章
「質問」の条項及び対応する衆院規則，参院規則は改正されていない73。よって，制定当初の国会
法と第5次改正の国会法の関係条文を比較すれば，初期国会と現在の質問制度を比較することが
できる。【図表　国会法制定当初（第1回国会）と現行（第22回国会以降）の質問制度の比較】は，
国会法第8章について両者を比較・整理したものである。制度の根幹に関する重大な変更が2
点，目立たないが改正の考え方が表れた変更が1点，わずかだが制度の改善となった変更が1点
ある。
　重大な変更の第1点は，自由討議制度の廃止である。前述したとおり，実際にはそのように運
用されなかったものの，形式的に見ると，自由討議制度は定例の口頭質問制度としての側面を不十
分ではあったが有していた。そのため，自由討議制度の廃止は，質問制度を構成していた3本柱
「定例の口頭質問」「不定期の口頭質問」「文書質問」のうち，その一角を崩してしまった。それも
「議院内閣制に特有の政府統制の方法」74ともいわれる「口頭質問」を定例で実施することを不可能
としてしまったのである。定例の口頭質問制度がないことは「質問制度による政府統制はほとんど
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【図表　国会法制定当初（第1回国会）と現行（第22回国会以降）の質問制度の比較】
制定当初（第1回国会）の条文 現行（第22回国会以降）の条文
章の名称 質問及び自由討議 質　問
第74条第1項各議院の議員が，内閣に質問しようとするとｫは，議長の承認を要する。 変更なし
第74条第2項質問は，簡明な主意書を作り，これを議長に?oしなければならない。 変更なし
第74条第3項
議長の承認しなかった質問について，その議
?ｩら異議の申立があったときは，議長は，
ｱれを承認するかどうかを議院に諮らなけれ
ﾎならない。
議長の承認しなかった質問について，その議
@から異議を申し立てたときは，議長は，討　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
_を用いないで，議院に諮らなければならな
い。
第74条第4項
議長又は議院の承認しなかった質問につい
ﾄ，その議員から要求があったときは，議長
ﾍ，その主意書を会議録に掲載する。
変更なし
第75条第1項議長又は議院の承認した質問については，議ｷがその主意書を内閣に転送する。 変更なし
第75条第2項
内閣は，質問主意書を受け取った日から七日
ﾈ内に答弁をしなければならない。その期間
烽ﾉ答弁をしないときは，理由を明示するこ
ﾆを要する。
内閣は，質問主意書を受け取った日から七日
ﾈ内に答弁をしなければならない。その期間
烽ﾉ答弁をすることができないときは，その
理由及び答弁をすることができる期限を明示
することを要する。
第76条 質問が，緊急を要するときは，議院の議決に謔闌茁ｪで質問することができる。 変更なし
第77条 質問に対する内閣の答弁に関し，議員の動議ﾉより，討論又は表決に付することができる。 削　除
第78条第1項
各議院は，国政に関し議員に自由討議の機会
?^えるため，少くとも，二週間に一回その
?cを開くことを要する。
削　除
第78条第2項自由討議の問題につき，議員の動議により，c院の表決に付することができる。 削　除
第78条第3項
自由討議における発言の時間は，特に議院の
c決があった場合を除いては，議長がこれを
閧ﾟる。
削　除
出典：参議院事務局『国会法改正経過概要』（2001年）を元に作成した。
機能していない」75との評価にもつながっている。
　あるいは，自由討議制度が，導入を求めたウィリアムズの狙いどおり，議員間の議論に発展する
可能性もあった。ウィリアムズは，自由討議について「様々な政党・グループの代表者達による意
見の共鳴」を起こしていくものと位置づけ，口頭質問が必要な場合は「必要な場合に［緊急］質問
（“urgent”interpellation）を行う」ことになるだろうと，緊急質問のみを口頭質問の制度と認識し
ていた76。ところが，国会法の条文を削除してしまったために，後に国会の意識が変化してから
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も，本会議における自由討議を再開することできなくなってしまった77。たとえ当時の国会議員・
関係者全員が自由討議制度を「わが国の議会制度にはそぐわない」と考えていたとしても，国会法
第4次改正で「但し，議運委員会の決定があった場合は，この限りでない」と開催を留保する条
’項を加えていたのであるから，条項を削除せずに休眠状態としておくこともできた。実際，衆院で
は第7回国会から第21回国会まで，自由討議制度は休眠状態にあった。
　重大な変更の第2点は，「質問に対する内閣の答弁に関し，議員の動議により，討論又は表決に
付することができる」という国会法第77条の削除であった。この条文を削除した理由は，議運委
員会議事録や提案理由の趣旨弁明，新聞報道などで示されていないため，不明である。おそらく，
第22回国会までに一度も本条に基づく動議が衆参ともに提出されなかった78ことが背景にあると
思われるが，これも休眠されてきた条文であり，削除するほどの根拠としては弱い。
　この条文は，質問主意書や緊急質問に対する内閣の答弁が，誠実さに欠けたり，無責任であった
り，国を大きく誤らせるものであったりした場合，首相や閣僚の責任を追及できるようにしてい
た。あるいは，質問と答弁のやり取りを通じて，院としての合意形成ができた場合，決議などの意
思表示も可能としていた。つまり，本条を削除する前の質問制度は，「政府の政治責任を問う問責
質問」と「（政府に）国政上の疑義を問いただす一般質問」79の両方を備えていたにもかかわらず，
本条を削除することによって「問責質問」としての性格を奪ってしまったのである。政府の側から
見れば，本条が存在することによって，はぐらかし答弁，手抜き答弁，虚偽答弁などは，政治責任
につながる可能性があった。もちろん，実際には国会多数派が与党を占めるので問責に至る可能性
は極めて低いが，参院が与野党逆転すれば問責は現実性を帯びる。何より一定の抑止効果があれ
ば，伝家の宝刀を抜く必要はない。よって，本条の削除は政府に利益をもたらすものであった。
　第74条第2項の改正は，議長に内閣への質問主意書転送を拒否された議員が，異議申立を通じ
て本会議で演説させないとするものであった。目立たない改正であるが，わずかでも野党の発言で
きる道を封じ込めようとする，改正案作成者の姿勢が如実に示されているといえよう。
　唯一，改正によって質問制度をわずかでも発展させたのは，第75条第2項のみである。答弁期
日を明示させることで，政府の都合で一方的に延々と答弁期日を延期することはできなくなったか
らである。
結　論
　本論文は，第1回国会から第21回国会の国会法改正時までを主な対象として，自由討議制度も
含めた質問制度の変容について考察した。
　第一章では，最初期の質問制度について，第1回国会を中心に制度と運用の両面から考察し
た。初期の質問制度は「質問主意書」「緊急質問」「自由討議」の3本柱から成り立ち，口頭質問
と文書質問の両方を備えていた。だが，質問制度の核となるべき「定例の口頭質問」は，自由討議
と合体させられていたことにより，不完全な状態にあった。自由討議を発展させる模索もあった
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が，「定例の口頭質問」としても，議員間の議論である「自由討議」としても発展しなかった。ま
た，緊急質問は活発に提出されたが，議運委員会で運用が問題になることはなかった。
　第二章では，質問制度と自由討議制度の変容について，両院の議運委員会における議論を中心に
考察した。第2回国会以降の自由討議は，議員の意見表明のみを行う形態として定着してしま
い，議院運営上の問題を引き起こさずに安定実施されると同時に，開催頻度が減ってきて，次第に
開催されなくなってしまった。自由討議と逆に緊急質問は，次第に議院運営上の問題と認識されだ
し，衆参の議運委員会はそれを制限する決定を行った。それらの制限は，いわゆる55年体制とい
う与野党の固定化と相まって威力を発揮し，最終的には緊急質問を封じてしまった。さらに，国会
法を改正して自由討議の開催頻度を減少させ，最終的に廃止してしまった。そのなかで中心的な役
割を果たしたのは，大池衆院事務総長と衆院事務局であった。
　第三章では，国会初期（第1回国会）と現在（第22回国会以降）の質問制度を国会法の関係条
文から比較し，その意義を論じた。両者では，制度の根幹に関する重大な違いが2点ある。一つ
は自由討議制度の廃止であった。それにより，質問制度を構成していた3つの柱「定例の口頭質
問」「不定期の口頭質問」「文書質問」のうち，「定例の口頭質問」を不可能にしてしまった。もう
一つは国会法第77条の削除であった。初期の質問制度が「問責質問」と「一般質問」両面を有し
ていたにもかかわらず，本条の削除によって「問責質問」の性格はなくなってしまった。
　以上から，本論文では，主に衆院事務局から質問制度と自由討議制度が議院運営上の障害と見な
され，国会法改正及び議運委員会の決定によって変容を余儀なくされたことを明らかにした。ま
た，与野党ともに国会議員は，この変容を積極的あるいは消極的に受け入れ，質問制度を発展させ
る力にはならなかった。そして，変容した質問制度は，定例の口頭質問機会と問責質問の根拠を完
全に失い，「質問制度による政府統制はほとんど機能していない」と評価されるまでになった。
　しかし，質問・自由討議制度が発展する可能性は皆無だったのだろうか。実際，帝国議会では，
文書質問のみであった質問制度を，議員たちの先例の積み重ねによって口頭質問も可能なように発
展させていった80。また，田中正造と足尾鉱毒問題のように，本会議場での質問演説を通じて情報
と共感を広げていった事例もあった81。それこそ，「政敵の意見を変えさせ，世論に影響を与えよ
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